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地磁気静穏日変化 (Sq)の長期トレンドから推察される超高層大気変動について
Upper atmospheric variation inferred from the long-term trend in the geomagnetic solar
quiet daily variation
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電離圏・熱圏領域における中性大気は、太陽放射に起因する熱対流や、太陽、月などの潮汐力によって大規模な運動を
行っているが、この運動によるダイナモ作用によって発生する電離圏電流が地磁気静穏日 (Sq)変化を作ることは古くか
ら知られている。そして、この電離圏電流は、オームの法則から、電離圏電気伝導度、分極電場、および中性大気風の 3
種類のパラメータに依存する。よって、Sq場の振幅を調べることは、電離圏・熱圏領域におけるプラズマ密度や中性大
気風などの長期変動の理解に欠かせない。近年、Elias et al. [2010]は、Apia、Fredericksburgと Hermanusの 3観測点で
の Sq場の振幅が 1961年-2001年の約 40年間で、5.4-9.9%だけ増加していることを見出した。彼らは、地球磁場の永年
変化に伴う電離圏電気伝導度の変化が Sq場の振幅の長期トレンドの大部分を決めているが、残りは、地球温暖化ガスの
冷却効果による電離圏電子密度増加に伴う電気伝導度の変化であると言及している。しかしながら、Elias et al.[2010]の
研究は、以下の 3つの問題点を含んでいる。(1) 3観測点だけで得られた 2001年までの観測データの長期解析しかして
おらず、全球的な変動を捉えるに至っていない。(2)太陽活動の変動を取り除くのに太陽黒点数を用いていることから、
無黒点数の時期が比較的多い太陽活動極小期における Sq場の振幅と太陽活動との定量的評価ができていない。(3)Sq場
の変動の源となる電離圏・熱圏領域における中性大気風の変動を解析していないため、その長期変動による Sq場の振幅
への影響が明らかとなっていない。そこで本研究では、2009年度から開始した IUGONETプロジェクト (超高層大気長
期変動の全球地上ネットワーク観測・研究)から提供される地磁気やMF、流星レーダーで得られた電離圏・熱圏領域に
おける中性風の長期観測データを用いて、電離圏・熱圏大気の長期変動が Sq場の振幅へ与える影響を定量的に明らかに
することを目的とする。本解析で使用した観測データは、UV、EUV領域の太陽放射強度の指標としての太陽Ｆ 10.7指
数、184点の地磁気観測点から得られた地磁気 1時間値である。ここで、Sq場の振幅は、地磁気 Kp指数の値が 1日を通
じて 4未満である日を選定し、その期間の中で地磁気の最大と最小の差として定義した。解析の結果、全ての観測点で
得られた Sq場の振幅には、太陽 F10.7指数との間に強い相関関係が存在し、典型的な太陽 11年活動周期を示していた。
また、比較的太陽活動が活発であった 19と 22サイクル時の Sq場の振幅は増加傾向にあるが、逆に太陽活動が比較的不
活発であった 20サイクル時では、Sq場の振幅が減少傾向にある。この結果を受けて、太陽Ｆ 10.7指数と Sq場の振幅か
ら 2次の回帰曲線を求め、そこからのずれの経年変動を調べた。その結果、太陽活動を差し引いた Sq(Res-Sq)場の振幅
には、約 20年ごとに減少と増加の期間が入れ替わる傾向が全ての観測点で見出された。その Res-Sq場の振幅の最小と
最大がそれぞれ 1970年と 1990年付近に現れていた。さらに、太陽風のエネルギーを駆動源とする極域の 2セル対流に
よって作られる極域 Sq(Sqp)変化の振幅の長期変動にも中低緯度のものと同様の傾向が見られた。このことから、Sq場
と Sqp場の長期トレンドは、地磁気の永年変化や超高層大気の長期変動 (例えば、地球温暖化による電離圏・熱圏大気密
度変化)に伴う電離圏電気伝導度の変化に関係したものと考えられる。よって、このことを実証するために、IRI-2007と
MSIS-00モデルから計算される電離圏伝導度の長期変動を調べる必要がある。
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